
はじめに

満洲における電力事業は����年��月にロシア・東清鉄道会社が大連に発電量���キロワット
の発電施設を建設したことに始まる１)｡ 日露戦争時に日本はこの東清鉄道付属事業としてあっ

た電力事業を接収し, これ以降は満洲の電力事業は日本資本系の電力会社を軸に進展すること

になる｡ ����年に満洲国が ｢建国｣ され, さらに満洲産業開発５カ年計画が発動されることで,
満洲の重化学工業化が急速に進み, 電力多消費型の産業構造へと転換していった｡ それまでの

都市を中心とした地域分散型の比較的小規模な火力発電は, 炭砿山元での大規模発電施設と高

圧送電網による広域送電体制へと変化した｡ ����年代に入ると鴨緑江, 松花江, 鏡泊湖など大
規模水力電源開発が着手され, 満洲における電力事業は火水力併用型の広域発電・配電システ

ムの構築へと進展する｡ 本稿の目的は満洲に設立された電力会社を中心にこうした電力事業の

発展過程とその特質を検証することにある｡

満洲における電力事業については, 石田武彦 ｢中国東北における産業の状態について―����
年代を中心に―(その１)｣ が, それを本格的に取り上げた最初の成果であろう２)｡ 石田は����
年代の満洲電気事業の特徴として次の４点を指摘した｡ すなわち, ①����年５月に創立された
南満洲電気会社が ｢電気事業の統一｣ を掲げ, 各地の日系電気会社の統合が進展したこと｡ ②

しかし, ����年代に早くも関東州および満鉄付属地において電気供給事業の ｢地域的限界｣ に
直面したこと｡ ③他方で利権回収運動を契機に各省官銀号の投資による中国側の官営事業とし

て中国側電気事業が開始され, この点では張作霖政権は電気事業に一貫した積極性を示してい

たこと｡ ④その結果, ｢地域的限界｣ を突破しようとする日系電力会社と自前の電気事業の育

成を図る中国側の間に対抗関係が形成されたこと｡ 以上の４点である｡ ����年代の南満洲電気
会社の創立と事業展開が満洲電力事業の発展過程において一つの画期をなすことを指摘した点

で石田のこの研究意義は大きい｡ しかし, 満洲における電力事業を検討する際のより決定的な
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１) 以下, 満洲および満洲国に付すべき括弧は省略する｡

２) 石田武彦 ｢中国東北における産業の状態について ����年代を中心に (その１)｣ 『経済学研究』

(北海道大学), 第��巻第４号, ����年��月｡
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画期は����年代における満洲電業股�有限公司の設立とその後の特殊会社への改組であった｡����年代の満洲の代表的な産業を通観することを目的としたこの石田論文では, 満洲電力事業
の発展において決定的に重要な����年代の満洲電業会社の設立とその意義については検討の埒
外に置かれることとなった｡

石田論文では検討されることのなかった����年代の満洲電業会社を中心に研究した成果が,
堀和生 ｢『満洲国』 における電力業と統制政策｣ である３)｡ 満洲電業会社を中心に満洲の重工

業化と統制政策の展開過程を検討した上で, 堀は以下の興味深い論点を指摘した｡ ①����年代
初頭から電気事業統制が開始されるが, この際に統制の障害となったのは石田が強調した中国

民族資本や官僚資本の存在やそれとの対抗ではなく, それまで満洲産業開発の中心であった満

鉄の存在であったこと｡ そのため当初の電力統制は関東軍と満鉄の妥協の産物としての事業整

理に過ぎず, そこには長期的な電力開発計画が実質的に存在しなかったこと｡ ②その後の満鉄

の影響力低下を背景として, 関東軍・満洲国官僚主導の巨大な電源開発計画が電力消費産業と

の有機的関連なしに進展したこと｡ ③この結果, 資材不足に起因した電力消費産業の建設遅延

が, ����年以降の電力過剰化現象と巨大発電施設を有効に稼動できない満洲電業会社の収益率
の低下を引き起こすと同時にその早期的な行詰りを招来したこと｡ これら３点の指摘である｡

特に, ����年代に顕在化する満洲の電力過剰化現象の発生メカニズムとその実証は優れた研究
成果と評価し得る｡

満洲電力事業に関しては, これら以外にもいくつかの研究が存在する｡ 堀論文が����年代以
降の満洲電力事業をその検討対象とするのに対して, 田代文幸 ｢満洲産業開発５箇年計画と満

洲電業株式会社｣ は, ��世紀末以降の満洲電力事業を通観的に対象とした点と満洲産業開発計
画の立案および実施過程に注目した点にその特徴がある４)｡ しかし, この田代論文において,

これまでの満洲国期に関する経済統制政策史の諸研究や堀論文を超える新たな論点が指摘され

たとは言い難い｡ また, 満洲・朝鮮国境の鴨緑江電力開発については, 広瀬貞三 ｢『満洲国』

における水豊ダム建設｣ が検討を加えた５)｡ しかし, 労働力動員や住民対策についての論及を

別にすれば, この広瀬論文でも満洲の電力事業や電力会社に関して新たな論点の提起は存在し

ない｡ また, 鄭友揆 ｢日本占領下の東北の工業と対外貿易 (����～����)｣ でも満洲電力事業
に関し言及されるが, 本稿であらためて紹介するべき新たな論点の提示はやはり見出し得な

い６)｡
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３) 堀和生 ｢『満州国』 における電力業と統制政策｣ 『歴史学研究』 第���号, ����年２月｡
４) 田代文幸 ｢満洲産業開発５箇年計画と満洲電業株式会社｣ 『経済論集』 (北海学園大学) 第��巻第３
号, ����年��月｡
５) 広瀬貞三 ｢『満州国』 における水豊ダム建設｣ 『新潟国際情報大学情報文化学部紀要』 第６号, ����
年３月｡

６) 鄭友揆 ｢日本占領下の東北の工業と対外貿易 (����～����)｣ 『中国と東アジア』 第��号, ����年３
月｡
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なお, 満洲の電力事業に関しては満洲電業株式会社の関係者を中心とした満洲電業会により

『満洲電業史』 が編纂されている７)｡ 同書は当時の関係者所蔵資料の精力的な収集とその分析

を行い, 満洲電業会社の社史であると同時に満洲電力事業それ自体の産業発達史としてもほぼ

決定版と言って差し支えない水準にある｡ 本稿も同書のデータに依存する点が多い｡ 同書や先

の堀和生論文に対し本稿で付加し得る新たな論点は, 日本の満洲企業進出の全体構造のうちに

電力会社を位置付ける視点と電力会社を企業分析の視点から再検討することである｡� 満洲の電力事業の発展����年に露清遼東半島租借条約により関東州を租借したロシアは大連港の建設を開始する｡
その一環として����年に東清鉄道会社が大連港船渠工場隣接地に大連浜町発電所 (�����)
を建設し, 船渠工場の使用余剰電力を一般市街に配電した｡ これが満洲の電力事業の始まりで

あった｡ 日露戦争後の����年��月に営口水道電気会社が, ����年１月には安東電気会社が設立
され, 満洲においてこれら電力事業会社が創設されることで満洲における日本の電力事業が本

格的に開始される８)｡ 図‒１は東清鉄道による大連浜町発電所の開設から��年後の����年以降����年まで��年間の満洲における発電量の推移を示したものである｡ これによれば満洲におけ
る電力生産量は��年間でほぼ��倍に増大している｡ ����年に発電量が１億���を超え, ����
年に若干の落ち込みを示すが, その後は順調に増大する｡ ����年代後半に発電量が拡大する要
因は, 第１次大戦期に満洲における日系企業の設立ブームが発現したことがその背景にあった

と思われる｡ その後, ����年に発電量は��億���を超え, 図‒１からも分かるようにその発
電量が急増する｡ こうした電力生産の拡大は発電設備の拡充に支えられたものであった｡ ����
年における満洲全体の発電能力は１万������� であったが, ����年には３万������� と���
倍に拡充し, ����年には��万�������とその発電能力は��万��を超える｡ その後も発電能
力は急テンポに拡大し, 満洲国が成立する����年には��万�������, さらにその６年後の満
洲産業開発５カ年計画が発動する����年には, ほぼその倍増となる��万������へと拡大し
た９)｡����年４月に南満洲鉄道株式会社が開業すると, 満鉄が大連の電力施設を継承し電力事業に
着手することとなった｡ これ以降, 満洲の電力事業は満鉄事業を中軸に展開される｡ 満鉄は大

連における発電施設の拡充と併行して満鉄沿線都市の電化を目的にした電力事業の新設を図っ

ていった｡ すなわち����年に奉天発電所および撫順発電所を新設し, 翌��年には大連市街電気
鉄道会社を開業した｡ さらに����年に安東電気会社を買収し, 直営事業として電力供給事業を

満洲における電力事業 ��

７) 野島一朗編 『満洲電業史』, ����年｡
８) 満史会編 『満洲産業開発四十年史』 下巻, ����年, ���ページ｡
９) 満洲鉱工技術員協会編 『満洲鉱工年鑑』 亜細亜書房, ����年, ���ページ｡
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行った��)｡ これら満鉄以外では, 関東都督府がその官営事業として旅順および金州に電力事業
を起業するとともに����年には貔子窩電気会社, 翌��年には普蘭店電気会社よりそれぞれ事業
を譲渡され, 各地の民政署がこれらの経営に当たった｡ また満鉄沿線から外れた哈爾浜では,����年４月にロシア系の電力事業を買収する形で東洋拓殖株式会社により北満電気株式会社が
設立されている｡ この北満電気会社は日本の行政権が及ばない満鉄付属地の外に設立されたた

め, 中国東北政権の哈爾浜電業局と激しい競合関係に置かれ, その結果として����年代に急激
に経営を悪化させることとなった｡ 中国系電力事業としては����年に吉林において宝華電灯公
司が設立され, ����年には奉天電灯廠, ����年には長春電灯廠などが次々と設立されている��)｡
この時期, 満洲各地に日本, 中国, ロシア系の小規模な電力・電灯会社が多数設立された｡ そ

うした電力事業および電力会社については表‒１に示した通りである｡ しかし, すでに述べた

ように満洲の電力事業を見るうえで一つの画期は����年の南満洲電気株式会社の設立であった｡
それまで電力事業を直営事業として展開してきた満鉄は, 拡大した電力事業の分離, 独立方

針を決定し, 満鉄傘下の電力事業の全てを継承させる形で����年６月に資本金�����万円で南
満洲電気株式会社を設立した｡ この背景には第１次大戦期の満洲における企業ブームによる日

系企業数の急拡大とそれによる満洲各地における電力需要の急増があった｡ 南満洲電気会社は

撫順炭鉱や鞍山製鉄所の自家発電設備を除いた電力専門会社としては満洲最大の５万��の
発電設備を有していた｡ 同社は, 設立後に満洲における銀価の暴落や利権回収運動などに直面
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��) 『南満洲鉄道株式会社十年史』, ����年, ���‒�ページ｡��) 前掲 『満洲電業史』, �‒��ページ｡

図‒１ 満洲における発電量

出所) 満洲鉱工技術員協会編 『満洲鉱工年鑑』 亜細亜書房, ����年, ���ページより作成｡
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し経営環境を悪化させた時期もあったが, 満鉄付属地を中心に電力供給事業を拡張し, 同時に

満洲各地に散在する電力事業の吸収・統合を進めることで満洲における電力事業の中軸として

資本的・技術的支配を拡大した��)｡ 南満洲電気株式会社の関係会社および日系電力事業の概況
は表‒２に示した通りである｡ 関東庁による官営事業や満鉄系企業による自家発電所など部分

的には南満洲電気会社の関与しない電力事業は存在したが, それでも満洲全域にわたって広範

に南満洲電気会社による発電・配電体制が構築されていたことが確認できよう｡ さらに同社は

満洲における電力事業 ��

��) 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ����年, ���ページ｡

表‒１ 満州における電力事業の展開

設立年 電力事業・会社 備 考

満鉄系事業���� 大連発電所���� 奉天発電所���� 撫順発電所���� 長春発電所���� 安東発電所 安東電灯株式会社買収���� 鉄嶺電灯局���� 遼陽電灯公司

関東都督府官営事業���� 旅順民政署���� 金州民政署���� 貔子窩民政署 貔子窩電気会社譲渡���� 普蘭店民政署 普蘭店電気会社譲渡

日本系事業���� 開原電気株式会社���� 瓦房店電灯株式会社���� 大石橋電灯株式会社���� 公主嶺電灯株式会社���� 四平街電灯株式会社���� 北満電気株式会社 日本の行政権外の東拓系事業���� 范家屯電気株式会社

中国系事業���� 吉林宝華電灯公司���� 奉天電灯廠���� 長春電灯廠

ロシア系事業���� 哈爾浜発電所 東清鉄道会社付帯事業���� 満州里電灯局 ロシア人自治会

出所) 野島一朗編 『満州電業史』, ����年, ��‒��ページより作成｡
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表‒２ 南満州電気株式会社および日系電力事業

会社名 発受電量 (���) 投資額 (千円) 開業年

南満州電気株式会社系

大連支店 ������ － ����
安東支店 ����� － ����
奉天支店 ����� － ����
長春支店 ����� ������ ����
鉄嶺電灯局 ��� ��� ����
遼陽電灯公司 ����� ��� ����
開原電気株式会社 ��� ��� ����
瓦房店電灯株式会社 ��� ��� ����
大石橋電灯株式会社 ��� �� ����
四平街電灯株式会社 ��� ��� ����
公主嶺電灯株式会社 ��� ��� ����
鞍山支店 ��� － ����
范家屯電気株式会社 ��� ��� ����
同社熊岳城支店 �� － ����
連山関出張所 ��� － ����
同社郭家店支店 �� － ����
海域出張所 － － －

合 計 ������ ������
関東庁事業

旅 順 ����� ����� ����
金 州 ��� ��� ����
貔子窩 ��� �� ����
普蘭店 ��� ��� ����

合 計 ����� �����
満鉄系

撫順炭鉱 ������ ������ ����
鞍山製鉄所 ������ ����� ����
煙台炭鉱 ����� － ����
南満州旅館株式会社 �� �� ����

合 計 ������ ������
日系民間会社

北満電気株式会社 ����� ����� ����
奉天電車株式会社 ��� ��� －
中東実業公司 (海林) �� － －
西村茂 (首山) � � －

合 計 ����� �����
日中合弁会社

営口水道株式会社 ����� ����� ����
本渓湖煤鉄公司 ����� ����� ����
合 計 ������ �����

出所) 野島一朗編 『満州電業史』, ����年, ��‒��ページより作成｡
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電力事業以外に交通関係業務を併営し, 大連市街電気鉄道, 旅順大連間電気鉄道, 旅順市街電

気鉄道, 大連市内乗合自動車事業などの事業も兼営していた｡ こうした交通関係事業はその後

に同社が解散し, 満洲電業株式会社が設立された際に, 大連都市交通株式会社として独立する

こととなる｡ 南満洲電気会社は自社による満洲全域の電力事業の統合を目指し, 満洲事変が勃

発すると関東軍の委託に基づき中国官営の奉天, 長春, 安東, 斉斉哈爾などの電灯会社を接収,

管理下に置いた｡ また, 満鉄付属地周辺の中国系電力会社を合弁化し, 付属地から電力供給す

ること, 付属地の遠隔地域では各地電力会社の経営委託や合弁形態を通じて電力供給事業の同

社による統括を進展させた｡ 他方, 錦州および綏中方面へはやはり満鉄系企業であった営口水

道電気会社が進出を開始する��)｡
しかし, こうした満洲における電力事業のあり方は満洲国の設立と経済統制の進展の中で根

本的な軌道修正が図られることとなった｡ ����年３月に満洲全域の一元的電気事業統制を目的
として満洲国実業部に電業監理局が設置される｡ この時期は関東軍特務部および満鉄経済調査

会第二部工業班により満洲電力事業統制に関する各種調査, 立案が多数行われた時期であっ

た��)｡ こうした調査活動や各種の再編案の調整が進められた結果, ����年６月に関東軍司令部
により ｢満洲ニ於ケル電気事業ヲ合同シ以テ日満両事業者対立ニヨル二重投資ヲ防ギ低廉豊富

ナル電力供給ヲ策スルガ為ニ日満合弁ノ満洲電業株式会社 (仮称) ヲ設立ス｣ とした ｢満洲電

業株式会社設立要綱｣ が決定され, 最終的な構想が確定される��)｡ この ｢要綱｣ 決定と同時に

設立準備委員会が設置され, 関東軍特務部から��名, その他の関係者から９名の準備委員が任
命される｡ この設立準備委員会の委員長には満洲電業株式会社の初代社長となる吉田豊彦 (関

東軍顧問・陸軍大将) が就任し, 電力事業関係者からは入江正太郎 (南満洲電気株式会社専務

取締役), 高橋仁一 (同常務取締役), 今井栄量 (営口水道電気株式会社社長), 高橋貫一 (北

満電気株式会社専務取締役), 河本大作 (満鉄理事), 孫澂 (満洲国実業部商工司長), 松島鑑

(満洲国実業部総務司長), 田中恭 (満洲国財務部理財司長), 中村富士太郎 (関東庁逓信局電

気課長) がそれぞれ委員に就いた｡ これら以外の委員は関東軍特務部に属する軍人および嘱託

であった｡ 電力事業関係委員のうち入江正太郎と孫澂は満洲電業株式会社副社長に, 高橋仁一

は常務取締役, 中村富士太郎は奉天電業局次長にそれぞれ就任することになる｡ ����年５月の
｢満洲ニ於ケル電気合同ニ関スル株式会社設立要綱｣ により合同される会社は, 日本側が南満

洲電気株式会社, 営口水道電気株式会社, 北満電気株式会社の３社であり, 満洲国側では奉天

電灯廠, 新京電灯廠, 吉林電灯廠, 哈爾浜電業局, 斉斉哈爾電灯廠の各電灯廠および安東電業

股�有限公司がその対象とされた｡ これら以外の各地に散在する地方の小規模電力事業に関し

満洲における電力事業 ��

��) 蘇崇民 『満鉄史』 中華書局出版, ����年, ���ページ｡��) 満鉄経済調査会 『満洲電気事業方策満洲瓦斯事業統制方針』 (立案調査書類第６編第��巻), ����年
６月｡��) 同, ��‒��ページ｡
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ては, 当面は新会社による資本参加を進め, これにより統制を行なう方針となった｡ ９月の

｢発起人間協定書事項｣ によれば, ｢満洲国政府 (奉天電灯廠, 哈爾浜電業局), 南満洲電気株

式会社, 営口水道電気株式会社, 満洲中央銀行 (吉林電灯廠, 斉斉哈爾電灯廠), 新京特別市

並安東股�有限公司ハ其ノ経営スル電気供給事業所属財産並其ノ付属財産ヲ満洲電業ニ現物出
資スルモノトス｣ とされた｡ 電力事業の統合で困難な点は標準周波数の統一であったが, ����
年に電気事業法が公布され, ��年２月に標準周波数は��サイクルに統一された��)｡ 新会社は電
気事業法および事業特許の付款命令による準特殊会社として資本金額�����万円で設立された｡
同社に対する出資は大半が現物出資で, 出資内訳は南満洲電気株式会社 (����������円), 営
口水道電気株式会社 (���������円), 北満電気株式会社 (���������円), 奉天電灯廠・哈爾浜
電業局・吉林電灯廠・斉斉哈爾電灯廠・新京電灯廠・安東電業公司が合計で����������円とな
っていた｡ 満洲国実業部は����年��月に公司設立を認可し, さらに翌��月に満洲国実業部およ
び関東庁から電気事業経営および供給規程が認可され, 同月に日満合弁の満洲国法人として満

洲電業株式会社が設立され, 同社は翌��月より営業を開始する��)｡ 同社の社長には設立委員会
委員長であった関東軍顧問で陸軍大将の吉田豊彦が就任した｡ その後, 満洲電業会社は����年
に資本金�����万円を増資し, ����年にはさらに倍額増資を行って, 公称資本金額３億�����万
円, 払込資本金額１億�����万円となり満洲における日本系企業を代表する巨大企業となった｡����年��月には満洲電業会社による水力発電事業の将来的な一元管理を内容とする ｢満洲電気
事業要綱｣ が策定され, これに対応する形で同年��月に ｢満洲電業株式会社法｣ (勅令第���号)
が公布される｡ この特殊会社法の公布により満洲電業株式会社は特殊会社へと改組されること

となった��)｡����年に満洲産業開発５ヵ年計画が発動されると, この過程で火力・水力併用の発送電５ヵ
年計画が策定される｡ 第１次５ヵ年計画に引き続き����年には第２次産業開発５ヵ年計画が発
動し, 電力事業の一元的経営と水力主体の電源開発方針を内容とする第２次電力開発計画の実

行に着手される｡ それまでの満洲の発電事業はその豊富な石炭資源を利用した火力発電が主体

であった｡ しかし, 満洲産業開発にともなう重化学工業化の進展に不可欠な基幹エネルギーと

して電力需要が急増することを想定し, 満洲国政府は水力発電のための巨大プロジェクトに着

手していた��)｡ この満洲国政府により着手された水力発電事業とこれまでの満洲電業会社によ

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��

��) 満洲電業株式会社調査課 『満洲電気事業ノ現状及将来』 ����年��月, �‒�ページ, 小林義宜 『阜新

火力発電所の最後』 新評論, ����年, ��‒��ページ｡��) 満洲電気協会編 『満洲電業株式会社設立の経緯』 ����年��月, 満洲電業株式会社 『満洲電業株式会
社業態概要』 ����年��月, �‒�ページ｡ 前掲 『満洲電業史』, ��ページ｡��) 前掲 『満洲電業史』, ���ページ｡��) 石川滋 ｢終戦にいたるまでの満洲経済開発｣, 日本外交学会編 『太平洋戦争終結論』 東京大学出版

会, ����年, ���ページ, 『満洲経済』 第３巻第１号, ����年１月, ��‒��ページ｡
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る火力発電事業が����年４月１日付けで統合されることとなる｡ 満洲国政府による出資額は３
億�����万円, それまでの満洲電業の資本金額も３億�����万円であり, 満洲電業株式会社はこ
れにより資本金額が倍額増資となる６億�����万円となった｡ 満洲国出資の概要は松花江, 鏡
泊湖, 渾江の各水力発電設備が満洲国水力電気建設事業特別会計から約１億�����万円相当の
現物出資, 満洲国政府が所有する満洲鴨緑江水力発電株式会社および朝鮮鴨緑江水力発電株式

会社の株式�����万円, さらに現金出資として�����万円の拠出であった��)｡� 満洲における企業構造と電力会社

ここでは電力会社を満洲における法人企業全体の中に位置付けることで, 満洲産業構成にお

ける電力事業の位置を企業構造分析の観点から概観してみたい｡

依拠するデータは満洲において法人登記された日系企業の悉皆調査を利用する｡ これまで満

洲における企業構造や投資活動のマクロ的分析で主に利用されてきたデータは, 満鉄庶務部調

査課が編纂した 『満蒙における日本の投資状態』 であった��)｡ 同書が収録する企業データ数は�����社であり, 同書自体は����年代後半期の満洲企業を悉皆的に把握するために有益なデー
タ群である｡ しかし, 満洲における日系企業は����年の満洲国成立後に急増し, 特に産業開発
５カ年計画が発動された��年代後半期に著しい膨張を示すことは図‒２および図‒３に示した通
りである｡ 同書によってはこうした����年代における満洲企業構造の急激な変化を捕捉するこ
とができない｡ そこで本稿では別系統の企業データ群を利用する｡ 利用データと対象時点は,

日清興信所 『満洲会社興信録 大正��年版』 (����年６月), 大連商工会議所 『満洲銀行会社年
鑑 昭和��年版』 (����年５月), 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和��年版』 (����年��月) の３時点の企業ストックデータである｡ 企業カバレッジは 『満洲会社興信録 大正��年
版』 が���社, 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和��年版』 が�����社, 大連商工会議所
『満洲銀行会社年鑑 昭和��年版』 が�����社である��)｡ 管見の限りでは現在利用可能な満洲に
おける日本系企業データとしては最も充実したデータ群と考えて良い｡

対象時点について簡単に確認しておこう｡ ����年は第１次大戦期の大戦ブームを経た戦後恐
慌期にあたり, 大連を中心とした満洲経済が激しく動揺し収縮する時期であった｡ 日露戦後期

から日本人商人・企業の対満洲進出は本格化するが, こうした初期の満洲経済の基礎を形成し

満洲における電力事業 ��

��) 前掲 『満洲電業史』, ���‒���ページ｡��) 南満洲鉄道株式会社庶務部調査課編 『満蒙における日本の投資状態』 (満鉄調査資料第��編), ����
年｡��) ����年時点での満洲企業データとして, 満洲中央銀行資金部資金統制課編による 『満洲国会社名簿』
康徳十年, 十一年版が存在する｡ しかし, 同書は満洲国内の法人企業に限定され, 関東州に所在する

企業群が脱漏する｡ そのため本稿では利用しない｡
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た日本人商人・企業の営業基盤が動揺し, その構成が大きく変容するのがこの時期に該当す

る��)｡ ����年は満洲国が成立し産業開発５ヵ年計画が発動される直前の時期である｡ しかし,

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��
図‒２ 満洲における企業設立

出所) 大連商工会議所 『満州銀行会社年鑑』 昭和��年版, ����年より作成｡
図‒３ 満洲における新設企業の払込資本金総額

出所) 図‒２に同じ｡��) 柳沢遊 『日本人の植民地体験』 青木書店, ����年を参照｡
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実際にはすでにこの頃には日満財政経済研究会や満鉄経済調査会により満洲産業開発計画の骨

子は成案されており, 各産業部門でそれに向けた体制構築へと進んだ時期であった｡ 最後の����年はアジア太平洋戦争が勃発し満洲産業開発も重点主義へと転換され, 産業統制の徹底化
が図られた時期である｡ すなわち企業体制としては一業一社による特殊会社・準特殊会社体制

と重要産業統制法の下で企業活動に政府の強力な指導, 監督権が与えられた時点に該当する��)｡
表‒３は����年段階でデータ的に確認できる電力会社を払込資本金額に応じて表示したもの

である｡ 会社数は全部で９社が確認でき, これらのうち払込資本金額が最大の企業は東洋拓殖

会社系の北満電気会社でありその払込資本金額は��万円であった｡ 北満電気会社を含めこれら
は全て地域的な電灯, 電力供給会社であった｡ この時点では南満洲電気会社は, まだ満鉄から

分離・独立していない｡ また, 表‒３は専業の電力会社のみを業態として把握しているため,

実際には満洲において最大の電力配給事業部門を有していた満鉄や大規模な自家発電設備を有

していた撫順炭砿, 鞍山製鉄所等が捕捉されないという限界性が存在する｡

表‒４は����年段階の電力会社データである｡ 会社数で見ると��社に増加している｡ すでに
述べたように南満洲電気会社, 北満電気会社などを統合して新設された満洲電業会社の払込資

本金額が�����万円と他の電力会社を圧倒していることが分かる｡ 満洲電業会社が満洲におけ
る電力事業の中軸となっていたことが企業構造からも確認できる｡ 実際に, これ以降, 満洲電

業株式会社は満洲各地の零細な電気・電灯会社を吸収することを通じて満洲の電力事業の統合

と一元的発電・配電システムの形成を進展させて行く｡

表‒５は表‒４から６年後となる����年の時点の電力会社の状況である｡ 会社数が��社から４
社に激減している｡ 満洲における産業統制の進展とともに電力事業においても一元的な電力事

業統制が実現したことが分かる｡ 払込金額が��万円に満たない合名会社形態の東耀電灯公司お

満洲における電力事業 ��

��) 菊池主計 『満洲重要産業の構成』 東洋経済出版部, ����年, ��‒��ページ｡

表‒３ 満洲における電力会社 (1921年６月)

(単位：円)

会社名 所在地 設立年 公称資本金 払込資本金

満洲電気株式会社 開原鉄道附属地 ���� ������� �������
瓦房店電灯株式会社 瓦房店 ���� ������ ������
大石橋電灯株式会社 大石橋 ���� ������ ������
公主嶺電灯株式会社 公主嶺 ���� ������ ������
四平街電灯株式会社 四平街 ���� ������ ������
北満電気株式会社 哈爾浜 ���� ��������� �������
貔子窩電灯株式会社 貔子窩 ���� ������ ������
范家屯電気株式会社 范家屯 ���� ������� ������
普蘭店電灯株式会社 普蘭店 ���� ������� ������
出所) 日清興信所編 『満洲会社興信録』 (大正��年版), ����年７月, より作成｡
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よび横道河子福盛電灯公司の２社は零細な地方的電灯会社であった｡ 表‒４で確認できる地域

的な配電・電灯会社が����年代後半から��年代初頭に満洲電業会社に吸収・統合され, ����年
代には満洲における電力事業は満洲電業会社と満洲鴨緑江水力発電会社による２社体制が確立

されていたことが表‒５からあらためて確認できる｡ 満洲・朝鮮国境の鴨緑江の水力を利用し
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表‒４ 満洲における電力会社 (1936年５月)

(単位：円)

企業名 所在地 設立年 公称資本金 払込資本金

遼陽電灯公司 遼陽 ���� ������� �������
開原電気株式会社 開原 ���� ������� �������
瓦房店電灯株式会社 瓦房店 ���� ������ ������
大石橋電灯株式会社 大石橋 ���� ������� �������
安達電灯股�有限公司 安達站 ���� ������ ������
一面坡昌隆電灯股�有限公司 東省特別区 ���� ������ ������
大同電気株式会社 四平街 ���� ������� �������
敦化電業股�有限公司 吉林 ���� ������� �������
延吉電業股�有限公司 間島 ���� ������� �������
西豊電業股�有限公司 奉天省 ���� ������ ������
満洲電業股�有限公司 新京 ���� ���������� ����������
東方電業股�有限公司 奉天 ���� ��������� �������
蓋平電業股�有限公司 奉天省 ���� ������ ������
昌図電業股�有限公司 奉天省 ���� ������ ������
鳳城電業股�有限公司 鳳城県 ���� ������ ������
克山電気股�有限公司 竜江省 ���� ������ ������
満洲里電業股�有限公司 満洲里 ���� ������� �������
農安電業股�有限公司 吉林 ���� ������� �������
依蘭電業股�有限公司 三江省 ���� ������ ������
綏中電灯股�有限公司 錦州省 ���� ������ ������
磐石電業股�有限公司 吉林省 ���� ������� ������
出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑』 昭和��年版, ����年８月より作成｡

表‒５ 満洲における電力会社 (1942年10月)

(単位：円)

国籍
法人
形態

会社名 所在地 設立年 公称資本金 払込資本金 事業内容

満州 株式 満洲電業株式会社 新京特別市 ���� ����������� ����������� 発電, 送電,
配電

満州 株式
満洲鴨緑江水力発
電株式会社

新京特別市 ���� ����������� ���������� 発電

満州 合名
横道河子福盛電燈
公司

牡丹江 ���� ������ 電灯事業

満州 合名 東耀電燈公司 浜江省 ���� ������ 電灯事業

出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑』 昭和��年版, ����年３月, より作成｡
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た大規模水力電源開発を目的に設立された企業が満洲鴨緑江水力発電株式会社である｡ 後述す

るが同社は配電事業部門を有さず, 電力供給は満洲電業会社により行われていた｡ その意味で

は満洲電業会社による満洲全域の一元的電力管理体制が確立していたと評価することも可能で

ある｡����年代から����年代にかけての３時点における満洲の電力会社について表‒３, 表‒４, 表
‒５で確認した｡ しかし, この定点データは, ����年６月に設立され����年��月の満洲電業株
式会社の新設により同社に拠出・統合された南満洲電気株式会社がデータ的に埋没するという

大きな欠陥を有している｡ こうしたデータの限界性を認識した上で, ここではまず����年段階
満洲における電力事業 ��

表‒６ 満洲における業態別企業分布構造 (1942年10月末)

(単位：社)�����万
円以上

���万円
以上

���万円
以上

��万円
以上

��万円
以上

��万円
未満

総 計

鉱業 ��(���％) �(���％) ��(����％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ���
金属工業 �(���％) �(���％) ��(����％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ���
機械器具工業 ��(���％) �(���％) ��(���％) ��(���％) ���(����％) ���(����％) ���
化学工業 �(���％) ��(���％) ��(����％) ��(���％) ���(����％) ���(����％) ���
窯業 �(���％) �(���％) �(���％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ���
紡織及染色工業 �(���％) �(���％) ��(����％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ���
製材及木製品工業 �(‒) �(���％) ��(���％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ���
食料品工業 �(���％) �(���％) ��(���％) ��(���％) ���(����％) ���(����％) ���
印刷及製本業 �(‒) �(���％) �(‒) �(���％) ��(����％) ��(����％) ��
その他の工業 �(���％) �(���％) ��(���％) ��(���％) ���(����％) ���(����％) ���
電気 �(����％) �(‒) �(‒) �(‒) �(‒) �(����％) �
瓦斯 �(�����％) �(‒) �(‒) �(‒) �(‒) �(‒) �
交通・運輸 �(���％) �(���％) ��(���％) �(���％) ��(����％) ���(����％) ���
倉庫・保険・通信 �(���％) �(‒) �(���％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ��
新聞・雑誌 �(‒) �(‒) �(���％) �(‒) ��(����％) �(����％) ��
銀行業 �(���％) �(‒) ��(����％) �(����％) ��(����％) �(‒) ��
金融業 �(���％) �(���％) �(���％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ��
無尽業 �(‒) �(‒) �(‒) �(‒) �(����％) �(����％) ��
清算会社 �(‒) �(‒) �(‒) �(‒) �(�����％) �(‒) �
投資会社 �(����％) �(����％) �(����％) �(‒) �(����％) �(����％) �
商事会社 �(���％) �(���％) ��(���％) ��(���％) ���(����％) ����(����％) ����
市場 �(‒) �(‒) �(����％) �(‒) �(‒) �(����％) �
取引所 �(‒) �(‒) �(�����％) �(‒) �(‒) �(‒) �
拓殖興業 �(���％) �(���％) ��(���％) ��(���％) ��(����％) ��(����％) ���
請負・労力供給 �(‒) �(���％) ��(���％) ��(���％) ���(����％) ���(����％) ���
土地・建物 �(���％) �(���％) ��(���％) ��(���％) ��(����％) ���(����％) ���
旅館・娯楽場 �(‒) �(���％) �(���％) �(���％) ��(����％) ��(����％) ��
雑業 �(‒) �(‒) �(���％) �(���％) ��(����％) ���(����％) ���
総 計 ��(���％) ��(���％) ���(���％) ���(���％) ����(����％) ����(����％) ����

出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
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の満洲の産業構造について法人企業構成を通じて確認しておきたい｡ 表‒６は����年��月末現
在における関東州内に本社を有する日本法人企業および満洲国に登記された満洲国法人企業の�����社 (原資料からは関東州および満洲国外に本社を有する企業の関東州および満洲国内支

店は除いてある) を産業別, 払込資本金額別に整理したデータである｡ 産業部門により多少の

差異はあるが, 全般的に満洲における法人企業の零細性を顕著な特徴として指摘することがで

きる｡ しかし, これに対し際立った対照性を示す産業部門が産業全体に対するエネルギー供給

部門である電力および瓦斯部門である｡ 両部門とも企業の集中度が著しく高いことが分かる｡

産業のエネルギーインフラ部門である電力・瓦斯部門では安定供給と規模の経済性の点で広域

を一元的に管理し, なおかつ国家的統制がより直接的に機能しうる企業体制が選択されていた

と考えることができよう｡

次に表‒７で満洲企業の全体的構造における電力企業の比重を見てみよう｡ まず, それぞれ

の時点での満洲全体の会社数および払込資本金総額を示しておく｡ ����年では���の満洲支店
を含め会社数は���社, 払い込み総資本金総額は９億�����万円, ����年では��支店を含め�����
社, 払い込み総資本金総額は��億�����万円, ����年では���支店を含め会社数は�����社, 払
い込み総資本金総額は��億�����万円であった｡ 会社数で見ると, ��年で���倍, ��年では����
倍に増大していることが分かる｡ 払込資本金総額で見ると, それぞれ���倍, ���倍となってい
る｡ 利用資料の特性に規定され各時点でのデータの捕捉状況とその偏差は避けがたいが, 満洲

において法人企業が急激に拡充している点は確認できる｡ ただし, 会社数に比較して相対的に

払込資本金総額の増加率が低いこと, これに加えて特殊会社・準特殊会社などを中心に巨額の

払込資本金額を有する企業が����年代後半以降に増加する点を考慮すると, この拡充は相対的
に零細な企業が多数新設あるいは法人化されることで進行したことを指摘できよう｡ では, 電

力会社に関して見てみよう｡ 大規模電力事業が満鉄などの内部事業部門であった����年では企
業数と払込資本金額に乖離が小さく, その意味で電力会社の規模は当時の満洲における標準的

な企業規模であったと判断できる｡ しかし, ��年には企業数が��社へと増加したにもかかわら
ずその構成比は���％とむしろ低下している｡ 電力会社の新設を上回るテンポで満洲の法人企
業の新設が行なわれたことが分かる｡ これに対し払込資本金総額の構成比では���％とむしろ
上昇している｡ これは払込資本金額�����万円の巨大企業であった満洲電業株式会社の新設の

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��
表‒７ 満洲企業構造における電力会社の比重

年 月 会社数 構成比(％) 払込資本金額 構成比(％)����年６月 � ��� ��������� �������年５月 �� ��� ���������� �������年��月 � ��� ����������� ���
出所) 日清興信所編 『満洲会社興信録 大正十一年版』, ����年, 大連商工会議所編 『満

州銀行会社年鑑 昭和十一年版』, ����年, 大連商工会議所編 『満州銀行会社年鑑
昭和十七年版』, ����年より作成｡
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結果であった｡ この時点で満洲電業会社の企業規模は満鉄, 昭和製鋼所に次いで満洲における

法人企業として第３位の地位にあった｡ ��年では, 企業数は４社でその構成比は����％に過ぎ
ないが, その払込資本金総額の占有率は���％であった｡ ��年以降の時期は満洲において企業
新設が急増した時期に当たる｡ しかし, こうした趨勢と対照的に企業数で見ると電力事業はむ

しろ急速に集中化と寡占化が進行していたことが分かる｡ さらに企業規模に関しても, 満洲国

成立後, 重要産業に特殊会社, 準特殊会社を中心として次々と巨大企業が新設された影響から,

満洲における電力事業 ��
表‒８ 満洲における電力会社の企業規模分布 (払込資本金ベース)

(単位：円)

調査年 会社形態
�����万円以上 ���万円以上 ��万円以上

社数 払込資本金額 社数 払込資本金額 社数 払込資本金額����年 株式会社 � �������
合資会社
合名会社
合計 � �����������年 株式会社 � ���������
股�有限公司 � ���������� � ���������
合資会社
合名会社
合計 � ���������� � �������������年 株式会社 � �����������
合資会社
合名会社
合計 � �����������

調査年 会社形態
２万円以上 ２万円未満 合 計

社数 払込資本金額 社数 払込資本金額 社数 払込資本金額����年 株式会社 � ������� � ���������
合資会社
合名会社
合計 � ������� � �������������年 株式会社 � ������� � ���������
股�有限公司 �� ������� �� ����������
合資会社
合名会社
合計 �� ������� �� ��������������年 株式会社 � �����������
合資会社
合名会社 � ������� � �������
合計 � ������� � �����������

出所) 日清興信所編 『満洲会社興信録 大正十一年版』, ����年, 大連商工会議所編 『満州銀行会社年鑑 昭和十一年版』,����年, 大連商工会議所編 『満州銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
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その構成比は��年に比較すると相対的に低下している｡ しかし, すでに述べたようにこの構成
比は満洲電業会社および満洲鴨緑江水力発電会社という巨大企業２社の比重であった｡ この時

点で満洲電業会社は, 満鉄, 満洲重工業開発, 満洲炭砿, 昭和製鋼所に次いで企業規模では第

５位であり, 満洲鴨緑江水力発電は��位の地位にあった｡ こうした他の産業部門とはやや異な
る電力事業部門の企業構成は表‒８からより明確に見て取ることができよう｡� 満洲における電力会社

ここでは満洲に事業展開をした代表的な電力会社の事業活動に関しその概略を紹介してみた

い｡

１. 営口水道電気株式会社

営口水道電気株式会社は営口の水道事業, 電気鉄道事業, 運輸事業および営口と鞍山地域の

電力事業を目的に����年８月に資本金���万円 (全額払い込み) で設立された｡ 資本金の��％
(���万����円) は満鉄の出資であった｡ 同社は日露戦後の軍政期に軍政署が経営した水道, 電
話, 電灯事業を民間移管するために設立された企業であった｡ 同社は設立後, 経営不振が続い

たため満鉄が支援することとなり, 満鉄が過半数の同社株式を取得しその子会社とした｡ 満鉄

が経営に関与し, 付属地電力事業の総合的運営を図ることを通じて同社の営業状況は徐々に好

転し, ８％から��％の株式配当を行い得るようになった｡ 同社はすでに述べたように満洲の電
力事業の大合同である満洲電業株式会社の設立により満洲電業会社に統合された��)｡
２. 北満電気株式会社

北満電気株式会社については, 先行研究として黒瀬郁二が東洋拓殖会社研究の中で論及して

いる��)｡ 北満電気の活動についてある程度まとまった検討を加えた初めての成果であろう｡ 黒
瀬によれば, 北満電気は����年に哈爾浜のロシア系発電所を買収して設立された日露合弁企業
であった｡ 法人形態としては合弁企業であったが, 資本金���万円のうち約��％を日本人が所
有し, そのうちの��万円が東拓出資であった｡ 東拓理事の高瀬梅吉が同社社長を兼務し, 高瀬
が社長退任後は吉植庄三東拓哈爾浜支店長が会長に就任している｡ 本店は哈爾浜市に置かれ,

事業内容は発電と哈爾浜市内への電灯電力の供給であった｡ 当初, 哈爾浜の電灯電力供給を独

占することで同社の経営状況は順調に推移した｡ しかし, 北満電気は日本の統治権がおよぶ満

鉄付属地外での経営であったため, 東北政権の圧迫から����年代半ば以降にその経営状況を急

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��

��) 『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』 下巻, ����年, ���ページ｡��) 黒瀬郁二 『東洋拓殖会社』 日本経済評論社, ����年, ���‒���ページ｡
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速に悪化させた｡ その原因は吉林省政府出資による哈爾浜電業公司という競合企業の出現にあ

った｡ 両社の激しい競争は外交問題にもなるが, 北満電気は吉林省政府および哈爾浜市の公認

の下に事業拡張を図る哈爾浜電業に圧迫され, 両社の採算性を度外視した競争により北満電気

の経営状況の悪化がもたらされていた��)｡ 哈爾浜の電力消費者は両社の配電設備を二重に設置
し, 時々の電力料金の低廉な会社の電力を選択するといった状態にあり, 北満電気の収支構造

は��年代後半から��年代初頭では, 競合関係に入る以前に比較し��％から��％程度の減収を示
していた��)｡ 最終的には北満電気は����年の満洲電業設立に際して同社に現物出資 (���万円)
の形で事業譲渡し解消された��)｡
３. 南満洲電気株式会社

南満洲電気会社は����年６月に満鉄の電気事業部門を分離, 独立する形で設立された｡ その
後����年��月に満洲電業股�有限公司が新設され, 同公司に統合された｡ このように南満洲電
気会社としての活動期間は表‒３および表‒４で示した時点である����年と��年のチェック年の
間に埋没し, これらの表には会社名は掲出されていないが, すでに述べたように満洲における

電力事業の発展において重要な役割を果たした会社である｡

満鉄は����年４月に政府の命を受け大連の浜町発電所の運営を開始し電力事業に着手するこ
ととなった｡ 電力事業は満鉄電気作業所の事業として進められた｡ 満鉄は直営事業として多種

の産業の事業化を手掛け, それらが事業として目処が立った段階で直営部門から切り離し会社

設立を行なうことで, 多様な関係会社を包摂するコンツェルンとなっていった｡ 南満洲電気会

社もこうした満鉄の行動パターンから生み出された企業の一つと言うことができる｡ 公称資本

金額は����万円, 払込資本金額が����万円で, その全額が満鉄による出資であった��)｡ 経営陣
には満鉄電気作業所長であった横田多喜助が経営トップとして専務取締役に就任した｡ 本社を

大連に置き電力供給事業および電気運輸事業を併営していた｡ 設立当初は奉天, 長春, 安東に

支店を置いた｡ これらの支店は満鉄電気作業所各電灯営業所を支店に転用したものであった｡

また, 設立年の��年９月には営口水道電気会社より鞍山における電気事業を買収して鞍山支店
とした｡ その営業地域は大連, 奉天, 長春, 安東, 連山関, 鞍山, 海城などの諸都市であり,

満鉄沿線の各市内に電力の供給を行っていた��)｡ 表‒９は実質的に同社の事業基盤として継承
された満鉄電気作業所時期からの発電量の増大を示したものである｡ 大連で電力事業に着手し

満洲における電力事業 ��

��) 前掲 『阜新火力発電所の最後 一つの満洲史』, ��ページ｡��) 前掲 『満洲電業史』, ��ページ｡��) 同, ��ページ｡��) 前掲 『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』 下巻, ���ページ｡��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ��‒��ページ, 『南満洲電気株式会社業態概要』, ����年
２月｡
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表‒10 南満洲電気株式会社の営業収支

(単位：千円)

年 営業収入 営業支出 利益額 経営主体���� �� � � 満鉄���� ��� ��� �� 満鉄���� ��� ��� �� 満鉄���� ��� ��� �� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ��� ��� ��� 満鉄���� ����� ��� ��� 満鉄���� ����� ����� ��� 満鉄���� ����� ����� ��� 満鉄���� ����� ����� ��� 満鉄���� ����� ����� ��� 満鉄���� ����� ����� ����� 満鉄���� ����� ����� ����� 満鉄���� ����� ����� ����� 南満洲電気���� ����� ����� ����� 南満洲電気���� ����� ����� ����� 南満洲電気

出所) 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ����年, ��‒��ページより作成｡

表‒９ 南満洲電気株式会社の電力生産

年 千��� 指数 事業主体 年 千��� 指数 事業主体���� ��� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ��� 満鉄 ���� ������ ���� 満鉄���� ����� ���� 満鉄 ���� ������ ���� 南満洲電気���� ������ ���� 満鉄 ���� ������ ���� 南満洲電気���� ������ ���� 満鉄 ���� ������ ���� 南満洲電気

出所) 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ����年, ��‒��ページより作成｡
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た当初の��万�������であった発電量は開業��年でほぼ��倍増し, それ以降も急速に増大し
ていることが確認できる｡ 満鉄電力事業が分離・独立され南満洲電気会社が設立された段階で

は, 年間発電量が����万���を超え, ��倍以上に増大した｡ こうした電力生産の順調な拡
大基調は満洲における電力事業の高収益性を示すものでもあった｡ 表‒10は同じ時期の営業収

支状況を示したものである｡ これを図示したのが図‒４である｡ 開業当初から収益を上げてお

り, 営業状況は全体として順調であったことが分かる｡ 営業収入は����年代後半から上昇テン
ポを速めている｡ 第１次大戦ブームによる満洲における日系企業の拡充の結果と思われるが,

満洲経済がその反動から景気低迷する��年代に入っても営業収入は拡大基調を維持し, ほとん
ど影響を受けていない｡ ����年で見ると営業収入の��％が電灯料収入であり, 電力料は��％,
その他��％であった｡ この点から南満洲電気会社の生産電力は家庭用・事業用の電灯消費が中
心であり, 工場電化による動力消費は比較的小さかったと推測される｡ こうした消費構造に規

定されて営業収入が景気後退に非弾力的であったと考えることができる｡ また, ��年代以降の
推移を見ると営業収入の上昇テンポに対し営業支出の上昇テンポが緩慢であったことが分かる｡

結果として営業収益が拡大している｡ 営業支出の費目を見ると発電コスト比率が相対的に低下

している｡ この時期は火力発電であったため, 水力発電におけるような急激な費用低減は実現

しないが, 原料炭の購買・運搬コストの低下とともにこれは装置産業であった電力事業固有の

現象と考えることができよう｡

次に資本投資による関係会社の状況を概観しておこう｡ 南満洲電気株式会社は満鉄沿線諸都

市の電力会社に対し資本投資を行い, それらの小規模な地域的電灯会社をその傘下に置いて行

く｡ 表‒11は同社の資本投資による関係会社である｡ 各社の概況を簡単に見ておこう｡

満洲における電力事業 ��
図‒４ 南満洲電気株式会社の営業収支

出所) 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』､ ����年､ および同社 ｢営業報告書｣ 各年版より作成｡
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�. 瓦房店電灯株式会社
瓦房店電灯株式会社は����年��月に資本金５万円で設立された｡ 南満洲電気株式会社の新設
により専務取締役に就任する横田多喜助が, 満鉄瓦房店支店経理係主任であった際に日本人実

業家��名, 中国人企業家３名とともに設立発起し, 社長には満鉄在籍のまま横田が就任する｡
資本金はその��％を満鉄が引き受け, 残りの��％を公募した｡ この満鉄所有株式は南満洲電気
会社設立により同社へ譲渡される｡ ����年に熊岳城支店を開設し営業を開始する｡ また, ����
年４月に瓦房店発電所を閉鎖し南満洲電気会社からの受電・配電に切り替わる｡ 営業収益は堅

調で, 開業当初の配当率６％が����年には��％に上昇し, 以降１割配当を維持した��)｡ 同社は
満洲電業会社が設立された後にはその関係会社となっている｡�. 大石橋電灯株式会社
大石橋電灯株式会社は満鉄地方事務所長の入江正太郎を中心に電気事業経営を目的に����年
８月に設立された｡ 資本金は５万円でその��％を満鉄が引き受け, ��％が発起人引き受け, 残
り��％が公募で調達された｡ 社長には入江が就任し, 同年��月に発電所を開設し営業を開始し
た��)｡ 第１次大戦期の物価高騰と満鉄の炭価引上げによるコスト上昇で一時的に経営悪化に陥
るが, 満鉄からの資金貸付と電力料金の引上げで経営を回復し, これ以降の経営は安定してい

た｡ 配当率で見ると����年に１割配当を実現し, これ以降は��％～��％の配当水準を維持して
いる｡ ����年に発電所を閉鎖し, 営口水道電気会社からの受電・配電に切り替わる��)｡ また,
翌��年３月に満鉄所有株式が南満洲電気会社に譲渡されている｡ ����年には民族系の電力会社
であった蓋平明興電気公司と提携し, 日満合弁事業とし営業認可を受けた｡ 同社も満洲電業会

社設立後はその関係会社となっている｡

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��
表‒11 南満洲電気株式会社の関係会社

会社名 設立時資本金額 所在地 南満洲電気持株比率

瓦房店電灯株式会社 ������円 瓦房店・熊岳城 ��％
大石橋電灯株式会社 ������円 大石橋 ��％
遼陽電灯公司 �������円 遼陽 ��％
鉄嶺電灯局 �������円 鉄嶺 ��％
遼源華興電気公司 �������元 鄭家屯 ―
開原満洲電気株式会社 �������円 開原 ―
四平街電灯株式会社 ������円 四平街 ��％
公主嶺電灯株式会社 ������円 公主嶺・郭家店 ��％
范家屯電気株式会社 ������円 范家屯 �％
出所) 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ����年より作成｡
１) 遼源華興電気公司の資本金は小洋建て｡

��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���‒���, ���‒���ページ｡��) 同, ���‒���ページ｡��) 満洲電業股�有限公司調査課 『満洲に於ける電気事業概説』, ����年, ���ページ｡
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�. 遼陽電灯公司
遼陽電灯公司も満鉄遼陽支店経理係主任の神谷義隆, 巖崎彌五郎および電気作業所技師の糟

谷陽二らが中心となり設立が進められた｡ 同社の設立期の特徴は, 清国警務局長王永江ら清国

政府関係者や遼陽商務総会など現地の中国人実業家と共同して進展した点にあった｡ ����年��
月に関東都督府の認可を受け同社は設立されるが, 設立時の資本金額が��万円の日中合弁企業
であった｡ 資本金のうち��万円が満鉄による出資であり, 残りの２万円は遼陽自治会や商務総
会などの中国人実業家による出資であった｡ 日中合弁は役員構成にも反映し, 巖崎彌五郎 (支

配人) や糟谷陽二 (監事) ら満鉄社員も役員に就いているが, 総弁には清国の有力政治家であ

った于冲漢が就任している｡ 同社は����年３月から営業を開始するが ｢満洲企業界に於ける最
難関たる日支合弁事業成立したるは成功にして後年営業成績の驚異的好記録を示すに至りたる｣

として業績は好調であった��)｡ この要因は同社に地場の有力中国実業家が関係していたため,
その他の多くの地域的電力会社が地域では相対的に少数の日系企業, 日本人社会を営業基盤に

せざるを得なかったのに対し, 遼陽電灯公司の顧客基盤はむしろ遼陽城内の中国人であったこ

とにある｡ 地場の中国経済, 社会という広範で安定的な顧客基盤の獲得が同社の経営基盤とな

っていた｡ 同社は����年に資本金額を��万円に増資した｡ また, 翌��年９月に南満洲電気会社
と電気需給契約を締結し, さらに翌��年５月に満鉄所有株式が全て南満洲電気会社に譲渡され,
関係会社となっている��)｡ ����年には昭和製鋼所弓張嶺採鉱所が開業すると総工費��万����円
をかけ送電線敷設を行い電力供給を開始した��)｡ 遼陽電灯公司も満洲電業会社設立後はその関
係会社となった｡�. 鉄嶺電灯局
日露戦後に軍政下のあった鉄嶺は, ����年９月の日清協約により通商市場として開放され満
鉄付属地が設置されると, 日本人の居住が増大するとともに, 満洲製粉, 南満製糖, 満洲織布

など有力日系企業も次々と設立された｡ こうした鉄嶺における電力事業は, 奉天の清和公司董

事の原田聞一, 満鉄奉天公所長佐藤安之助, 奉天交渉局長陶大均などにより企画され, ����年��月に鉄嶺城内および満鉄付属地に電灯, 電力供給を目的とする鉄嶺電灯局として設立された｡
資本金額は��万円で清和公司が８万����円の出資で, 残りの２万����円が鉄嶺在住の中国人の
出資であった｡ しかし, 清和公司の出資金は全額が満鉄よりの借入金であった｡ しかも, ����
年に清和公司が解散したため同年４月に清和公司所有株式の全てが満鉄名義に書き換えられた｡

この点から見ると鉄嶺電灯局は清和公司という出資名義人を立てていたが, 実質的には満鉄の

経営権が機能していたと見ることができる｡ 総弁には裘慶元が就任した｡ ����年９月から営業

満洲における電力事業 ��

��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���ページ｡��) 同, ���‒���ページ｡��) 満洲電業株式会社調査課編 『満洲に於ける電気供給事業概説』 ����年, ���ページ｡
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を開始し, ����年は���％配当を行い翌��年から��年までは３％という低配当のまま推移し,��年以降は無配に転落する｡ ここからも分かるように同社の経営状況は悪く, 発電量の低下や
営業欠損のため, 累積債務の整理に追い込まれる｡ ����年に満鉄の鉄嶺電灯局向け債権と相殺
の形で資本金をいったん��万円増資し総額��万円とした上で, さらに資本金��万円の減資を行
う｡ これによる減資金および積立金の取り崩し分��万円で既存債務を償却した｡ 同電灯局は����年に満洲電業会社から債務減免などの援助を受けたが, 最終的には同社に統合されることと
なった��)｡�. 遼源華興電気公司
遼源華興電気公司は鄭家屯で張忠義により開業された天合義鉄工所の工場余剰電力を電灯配

電する目的で����年１月に設立された｡ 設立資金は鉄嶺電灯局によるが張忠義に対する��万����円の借款資金であった｡ 当初資本金は鄭家屯により公募された小洋��万元であり, ����年
に優先株８万元を公募して増資され��万元となった｡ 総理には張忠義が就任している｡ 営業状
況は奉天票の暴落などの影響を受け順調とは言いがたく, ����年代には度々欠損を計上した��)｡�. 開原満洲電気株式会社
開原満洲電気会社は, 開原満鉄付属地に設立された発電・配電会社であった｡ ����年７月に
大阪の才賀電機商会を中心に大連, 営口, 開原などの有力商人により電気事業が企画され, 相

生由太郎, 石本�太郎ら大連経済を代表する有力商人が創立委員となった｡ しかし, その後に
発起人の中心であった才賀商会が破綻し, 同商会の権利を日本興業株式会社が継承して����年
４月に資本金��万円で大連に設立された｡ 同年９月に開原に営業所を設立し, 同時に本社を大
連から移転した｡ 営業開始は同年��月であった｡ ����年７月に��万円の増資を行い資本金��万
円となっている｡ 社長には権太親吉, 常務に関甲子郎, 取締役に菊地吉蔵, 岡部次郎など地場

の有力企業家が就任している｡ 南満洲電気会社は����年��月に大阪の野村合名会社所有株を全
て買収し, 同社を関係会社としている｡ 営業状態はきわめて良好で, 設立３年後の����年には���万円の収益を計上し, 翌��年には����万円, 翌��年には����万円を越えている｡ その後も
順調に収益を拡大させ, ����年以降の年間利益は����万円台で推移している｡ こうした驚異的
な収益性を反映して, 毎期��％から��％の高配当率を維持していた��)｡�. 四平街電灯株式会社
四平街電灯株式会社は, 満鉄の公主嶺地方事務所長の服部誠蔵, 四平街出張所主任の田中拳

二らが中心となり����年５月に設立された｡ 資本金額は５万円で満鉄が��％を引き受け, 残り
のうち��％を四平街実業家を中心とする発起人が引き受け, ��％が一般公募された｡ 社長には
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��) 前掲 『満洲に於ける電気事業概説』, ���ページ, 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���‒���ページ｡��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���‒���ページ｡��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���‒���ページ｡
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服部誠蔵が就任し��年��月から営業を開始した｡ 営業状況は第１次大戦期のコスト上昇や����
年に四�鉄路局発電所の新設などにより一時的な停滞はあるものの全体的には順調であった｡
特に公主嶺からの満鉄機関庫の移設や四平街が粟の集散地として成長し精穀用電力需要が拡大

したため営業収入は����年代後半には����万円から����万円台で推移する｡ 配当率も設立年の
８％から上昇し��％を実現した｡ そのため同社は南満洲電気会社の ｢傍系会社中其の将来を最
も嘱望せらるゝものゝ一つ｣ とされている｡ 資本金も����年に５万円から��万円に増資され,��年には満鉄所有株式の全てが南満洲電気会社に譲渡された��)｡ 四平街電灯株式会社は����年
４月に次に取り上げる公主嶺電灯株式会社と合併し大同電気株式会社となる��)｡�. 公主嶺電灯株式会社
公主嶺における電力事業は当初, 才賀電機商会により開原および公主嶺の両地域で企画され,

すでに述べた経緯により開原では開原満洲電気株式会社が設立された｡ しかし, 公主嶺では才

賀電機商会の破綻の影響から設立事業が中断し, 結局, 関東都督府が認可した事業経営許可期

間が終了することとなった｡ このため四平街電灯株式会社の設立にも中心的役割を果たした満

鉄公主嶺地方事務所長であった服部誠蔵や公主嶺在住の実業家を中心として新たに事業計画が

進められ, ����年８月に公主嶺電灯株式会社が設立された｡ 資本金は５万円で満鉄が��％を出
資し, ��％が発起人による出資で残りの��％を一般公募した｡ 社長には四平街電灯株式会社と
同様に服部誠蔵が就任し, 営業開始は����年１月であった｡ 同社も営業成績は好調で営業を始
めた��年に営業収益����万を計上し, その後も収益性を維持し����年には����万円にまで増大
した｡ これ以降やや収益力を低下させるが����万円台を維持していた｡ 配当率もほぼ��％から��％を維持していた｡ ����年２月の当初資本金の払い込み完了直後の４月に資本金��万円への
増資が決定され, ６月には増資分の第１期払い込み (５万円) が完了する｡ 同社の好調な営業

状態の反映であろう｡ 満鉄所有株式は����年に南満洲電気会社へ全株譲渡され, その翌年の��
年��月には郭家店支店が設立された｡ 郭家店支店にも発電所を開設し翌��年１月から営業が開
始される��)｡�. 范家屯電気株式会社
范家屯は長春の南に位置し満鉄開通後に大豆等の特産物取引の集散地となり, 満鉄付属地の

特産物取引商も増大していた｡ 范家屯における電力事業は他と異なり当初は満鉄の関与なしに

地域の有力実業家を中心に進められ, ����年１月に資本金額��万円で范家屯電気株式会社が設
立された｡ 社長には廬尊賢が, 専務取締役には田中房太郎が就任した｡ しかし, 発電設備など

の計画が杜撰であったため同社は発電装置の故障による停電や休業が頻発し経営状態が著しく

悪化した｡ このため満鉄長春地方事務所長の井上信翁の仲介により満鉄が同社の救済に入るこ

満洲における電力事業 ��

��) 同, ���‒���ページ, ���‒���ページ｡��) 前掲 『満洲に於ける電気事業概説』, ���ページ｡��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���‒���ページ｡
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ととなり, ����年には資本金を５万円にまで大幅に減資した��)｡ 満鉄は同社に債務整理資金を
貸し付けるとともに３％と僅少であるが初めて同社株式を取得した｡ この株式の引き受けは満

鉄社員を同社役員に就任させるために必要な株式取得であった｡ これ以降, 范家屯電気株式会

社は満鉄の経営監督の下で経営再建が図られていった��)｡ 同社の営業状況を見ると����年から��年まで連続して欠損を計上し, ��年からはかろうじて黒字に転換するが収益状況はそれ以降
も芳しくはなかった｡ 配当は創業以来連続して無配が続いている��)｡
４. 大同電気株式会社

大同電気はすでに取り上げた四平街電灯株式会社と公主嶺電灯株式会社が合併して, ����年
４月に資本金��万円で設立された��)｡ 合併して大同電気会社となる両社は共に服部誠蔵が社長
に就任しており, さらに両社とも設立時の資本金の半額が満鉄引き受けであったことから実質

的には満鉄子会社であった｡ 四平街電灯会社の営業状況は, 満鉄機関庫の移設や一般の電力需

要が拡大したことから良好であり, ����年から昼間送電を開始することでさらに需要を拡大さ
せていた｡ 大同電気会社はこの四平街電灯会社を本社とし, 公主嶺を支社とした｡ また, 同社

は公主嶺では����年に, 四平街では��年に発電事業を廃止し, 南満洲電気新京支店より所要電
力を購入することで, 配電事業に特化することとなった��)｡
５. 東方電業股�有限公司
東方電業公司は����年に奉天省公署, 奉天実業庁, 奉天商務総会と南満洲電気会社および奉
天電灯廠により海龍県を中心とする地域への電力供給が計画されたことに始まる｡ この計画に

基づき南満洲電気会社および奉天電灯廠の共同事業として, ����年��月年に西安を発電地とし
海龍県, 朝陽鎮, 東豊を供給区域として設立されたのが東方電業股�有限公司であった｡ 資本
金は���万円で南満洲電気会社および奉天電灯廠の折半出資による日満合弁会社であった｡ 同
公司は西安県電気公司および山城鎮東興電気股�有限公司を買収する｡ 西安県電気公司は経営
悪化のため炭砿動力供給を目的として西安炭砿に買収されていたが, この買収資金は奉天電灯

廠の貸与金であり, 同公司の経営は奉天電灯廠に委託されていた｡ また, 山城鎮東興電気股�
有限公司も経営状況が悪く事業売却が模索されていた｡ こうした企業買収を通じた両社の電力

施設を基礎に東方電業公司は開業する｡ 同公司は西安に本社と発電所を置き, 発電・配電事業

を行なっている��)｡
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��) 同, ���ページ｡��) 『南満洲鉄道株式会社第二次十年史』 下巻, ����年｡��) 前掲 『南満洲電気株式会社二十年沿革史』, ���‒���ページ｡��) 同, ���‒���ページ, 前掲 『満洲に於ける電気供給事業概説』, ���‒���ページ｡��) 前掲 『満洲に於ける電気事業概説』, ���‒���ページ｡��) 同, ���‒���ページ｡
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６. 満洲電業株式会社

満洲電業株式会社については満洲における電力事業統制について概述した個所ですでに設立

過程を中心として簡単に触れた｡ 同社は, 関東州を含む満洲国の電気事業統制会社として����
年��月１日に準特殊会社として設立される｡ 同社は満洲産業開発のための基幹エネルギー供給
を目的に満洲国内の電力会社を一元的に統合して設立された｡ 具体的には, 満鉄系の南満洲電

気および営口水道電気, 東拓系の北満電気, さらに満洲国側の奉天, 新京, 吉林, チチハルの

各電灯廠, 哈爾浜電業局, 安東電業公司の電気事業を統合した日満合弁会社である｡ 満洲電業

会社の資本金の推移は表‒12に示した通りである｡ 同社設立時の資本金額は����万円 (全額払

込) であり, その大半は現物出資であった｡ その後の����年７月に����万円の増資が行われた｡
出資状況は満洲興業銀行約����万円, 満鉄約����万円, 満洲国政府約����万円, これら以外に
満洲中央銀行, 新京特別市, 朝鮮銀行, 東拓などが少額出資していた｡ その後の��年には倍額
増資が行われ, 公称資本金額は３億����万円 (１億����万円払込み) という巨大会社となって
いる｡ 設立時の従業員規模でも日本人����名, 中国人����名, 合計で����人を越えていた｡ 満
洲電業は積極的に満洲各地に散在する群小の電気事業会社を買収あるいは資本参加により統合

していった｡ ����年��月現在の関係会社投資を見ると, 株式投資が���万円, 貸付金���万円と
なり総計で���万円を超える関係会社投資を行なっている｡ こうした投資の結果, 昭和製鋼所
など一部の自家発電企業を除き満洲国全域の電気事業をその統括下に置くこととなった｡ さら

に����年５月には関東州内の官営電気事業が同社に譲渡され, 満洲電業の電気事業統制は満洲
国および関東州全域に拡大することとなった｡ 同社の����年末の発電能力は関係会社を含め����万��で, 全満洲の発電能力の��％を占めた｡ この比率が相対的に低いのは撫順炭鉱, 本
渓湖煤鉄公司, 昭和製鋼所などが大規模自家発電設備を備えている結果であった｡ これらを除

くと全満洲のほぼ��％となり, 電灯事業に関してはほぼ���％を占有した｡ こうした満洲電業
会社の活動概況は表‒13に概括して示した｡ 発電量を順調に進展させていたことが確認できる｡

産業開発５カ年計画の進行は満洲における電力需要を急増させていた｡ それに対応するため,

満洲における電力事業 ��
表‒12 満洲電業株式会社の資本変化

(単位：千円)

年
満洲電業株式会社

年
満洲電業株式会社

公称資本金額 払込資本金額 公称資本金額 払込資本金額���� ������ ������ ���� ������� ����������� ������ ������ ���� ������� ����������� ������ ������ ���� ������� ����������� ������� ������� ���� ������� ����������� ������� �������
出所) 満洲国政府 『満洲建国十年史』 原書房 (復刻版), ����年, ���‒���ページより作成｡
１) 各年末の資本金額｡
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表‒13 満州電業株式会社の事業概要

(単位：千円)

年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年
公称資本金額 ������ ������ ������ ������� ������� �������
払込資本金額 ������ ������ ������ ������� ������� �������
投資総額 ����� ����� ����� ����� ������ �����

総資産額(指数) ������� �������(���) �������(���) �������(���) �������(���) �������(���)
配 当 率 － �％ �％ �％ �％ �％

発電能力
(千��) 満電火力 ����� �����(���) �����(���) �����(���) �����(���) �����(���)

社外火力 ����� �����(���) �����(���) �����(���) �����(���) �����(���)
水力 － － － － － －

合 計 ����� �����(���) �����(���) �����(���) �����(���) �����(���)
発電量

(百万���) 満電 － �����(���) �����(���) �����(���) �����(���) �����(���)
総 計 － �����(���) �����(���) �����(���) �������(���) �������(���)

年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年
公称資本金額 ������� ������� ������� ������� ������� �������
払込資本金額 ������� ������� ������� ������� ������� �������
投資総額 ����� ����� ������ ������ ������ �������
総資産額 �������(���) �������(���) �������(���) ������(���) �������(���) ���������(�����)
配 当 率 �％ �％ �％ �％ �％ �％

発電能力
(千��) 満電火力 �����(���) �����(���) �����(���) �����(���) �����(���) －

社外火力 �����(���) �����(���) �����(���) �����(��) �����(��) －

水力(水豊) － ����� ����� ����� ����� －

(鏡泊湖) ���� ���� ���� －

(豊満) ����� ����� －

合 計 �����(���) �������(���) �������(���) �������(���) �������(���) －

発電量
(百万���) 満電 �������(���) �������(���) �������(���) �������(���) �������(���) －

総 計 �������(���) �������(���) �������(���) �������(���) �������(���) －

出所) 『満州電業史』, ����年, ���‒���ページより作成｡
１) カッコ内の数字は����年を���とする指数｡

表‒14 産業開発５ヵ年計画期の電力生産 (1000KW)

年 (五箇年計画) 発電量����年 �������������年 (１年度) �������������年 (２年度) �������������年 (３年度) �������������年 (４年度) �������������年 (５年度) ���������
出所) 東北物資調節委員会研究組 『東北経済小叢書両種』学海出版社,����年｡
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この時期の満洲全域における電力生産量もまた表‒14に示したように増大している｡ しかし,

それまでの火力発電依存によってのみではこうした急増する電力需要に対応しえないことも明

らかになりつつあった｡ 表‒15からも満洲の工業生産力の拡充に電力供給力の限界が障害とな

っていることが見て取れる｡ 表‒16は産業部門単位の電力需要の増大状況を示したものである｡

こうした電力需要の増大に対応することを目的に, 同社は火力発電の拡充とともに水力発電事

満洲における電力事業 ��
表‒15 満洲国工業生産の阻害要因 (1941年)

阻害要因 件数 構成比 (％)

労働力不足 �� ����
石炭供給 �� ����
国内原材料供給 �� ����
輸入原材料供給 �� ����
電力供給 �� ����
輸送力不足 �� ���
市場需給 �� ���
事 故 � ���
資金供給力 � ���
その他 �� ���

合計 ��� �����
出所) 満州中央銀行調査課 ｢康徳八年度生産活動概況｣

『張公権文書』 (���‒��) より作成｡
表‒16 産業部門別電力需要

(単位：千��)����年 ����年 ����年 ����年 ����年
需要量 指数 需要量 指数 需要量 指数 需要量 指数 需要量 指数

紡績工業 ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ���
金属工業 ������ ��� ������� ��� ������� ��� ������� ��� ������� ���
機械器具工業 ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������� ���
窯 業 ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ���
化学工業 ������ ��� ������� ��� ������� ��� ������� ��� ������� ���
製材木製品工業 ����� ��� ����� ��� ������ ��� ������ ��� ������ ���
印刷製本業 ��� ��� ����� ��� ����� ��� ����� ��� ����� ���
食料品工業 ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ��� ������ ���
雑工業 ����� ��� ����� �� ����� �� ����� ��� ����� ���
鉱 業 ����� ��� ������ ��� ������ ����� ������� ����� ������� �����
農林水産業 ��� ��� ����� ��� ����� ��� ����� ��� ����� ���
その他工業 ������ ��� ������ ��� ������� ��� ������� ��� ������� ���
電気事業 ������ ��� ������� ��� ������ �� ������ �� ������ ��

総 計 ������� ��� ������� ������������ ������������ ������������ ���
出典) 満州中央銀行調査課 ｢満洲国開国以来之鉱工業観察 (康徳九年九月)｣, 『張公権文書』 (Ｒ��‒��)｡

���������������������������������������������������������������



業にも進出し, 第二松花江, 鏡泊湖の水力発電事業を推進することとなる��)｡ 満洲産業開発５
カ年計画の発動に対応して火力と水力併用の発送電５カ年計画が策定される｡ 電力部門の一元

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��
表‒17 産業別電力消費量����年 ����年 指数

千������ ％ 千������ ％ ����年
金 属 ������� ���� ������� ���� ���
機 械 ������ ��� ������ ��� ���
化 学 ������� ���� ������� ���� ���
窯 業 ������ ���� ������� ���� ���
製 材 ����� ��� ������ ��� ���
生産財工業小計 ������� ���� ��������� ���� ���
紡 織 ������ ���� ������ ��� ���
食 品 ������ ��� ������ ��� ���
印 刷 ����� ��� ����� ��� ���
雑工業 ����� ��� ����� ��� ���
消費財工業小計 ������� ���� ������� ���� ���
総 計 ������� ����� ��������� ����� ���

出所) 『旧満州経済統計資料』 柏書房, ����年, ���ページより作成｡
表‒18 工業部門別労働生産性

(単位：円)

産業部門

����年 ����年 ����年
単位労働
力当り生
産額

労働力
数

サンプ
ル社数

単位労働
力当り生
産額

労働力
数

サンプ
ル社数

単位労働
力当り生
産額

労働力
数

サンプ
ル社数

食料品工業 ������ ����� �� ������ ����� �� ������ ����� ��
製紙工業 ����� ����� � ����� ����� � ������ ����� �
繊維工業 ����� ������ �� ����� ������ �� ����� ������ ��
煙草工業 ����� ����� � ����� ����� � ������ ����� �
マッチ工業 ����� ����� �� ����� ����� �� ����� ��� �
化学工業 ������ ����� �� ������ ����� �� ������ ����� ��
窯業 ������ ����� � ������ ����� � ����� ����� ��
金属工業 ����� ����� � ������ ����� � ������ ����� �
機械器具工業 ����� ������ �� ����� ������ �� ����� ������ ��
電気 ����� ����� � ����� ����� � ������ ����� �
ガス ����� ��� � ����� ��� � ������ ��� �
総計 ����� ������ ��� ����� ������ ��� ����� ������ ���

出所) 満洲中央銀行調査課 ｢康徳八年度工業生産の諸相 (康徳九年五月)｣ 『張公権文書』 (５�‒��) より作成｡��) 満洲事情案内所編 『満洲国策会社綜合要覧』, ����年, ���‒���ページ, 菊池主計 『前掲書』, ���‒���ページ｡
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的一貫経営方針と将来における電源の水力主力方針がこれにより確定された｡ ����年��月の
｢満洲電気事業要綱｣ で水力発電事業を満洲電業会社が一元的管理する方針が示され, これに

対応する形で同年��月に勅令第���号 ｢満洲電業株式会社法｣ が公布され, これにより満洲電

業会社は特殊会社へと改組されることとなる｡ 実際には����年４月に満洲国政府直営であった満洲における電力事業 ��
表‒19 満州電業株式会社の関係会社

(単位：円)

会 社 名 設立年 払込資本金 通貨建 データ期日

鉄嶺電灯局 ����年 ������� 金票 ����年３月末現在
遼陽電灯公司 ����年 ������� 金票 ����年��月末現在
瓦房天電灯株式会社 ����年 ������ 金票 ����年��月末現在
開原電気株式会社 ����年 ������� 金票 ����年��月末現在
大石橋電灯株式会社 ����年 ������� 金票 ����年��月末現在
錦県電気股�有限公司 ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
赤峰電灯廠 ����年 ������� 国幣 ����年１月末現在
法庫県電灯廠 ����年 ������� 国幣 ����年４月末現在
秦楡電灯股�有限公司 ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
西豊電業股�有限公司１) ����年 ������ 国幣 ����年��月末現在
昌図電業股�有限公司２) ����年 ������ 国幣 ����年��月末現在
綏中電灯股�有限公司３) ����年 ������ 国幣 ����年２月末現在
大同電気株式会社４) ����年 ������� 金票 ����年��月末現在
延吉電業股�有限公司５) ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
敦化電業股�有限公司 ����年 ������� 国幣 ����年６月末現在
東方電業股�有限公司 ����年 ������� 国幣 ����年３月末現在
鳳城電業股�有限公司６) ����年 ������ 国幣 ����年１月末現在
克山電業股�有限公司 ����年 ������ 国幣 ����年３月末現在
下九台電灯廠７) ����年 ������� 国幣 ����年２月末現在
山海関電灯股�有限公司 ����年 ������� 大洋 ����年６月末現在
農安電業股�有限公司８) ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
満洲里市電灯廠９) ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
北安電業股�有限公司 ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
鄭家屯電業股�有限公司��) ����年 ������� 国幣 ����年��月末現在
依蘭電業股�有限公司 ����年 ������ 国幣 ����年��月末現在
出所) 『満州電業史』, ����年, ���ページ, 満洲電業股�有限公司編 『満洲に於ける電気事

業概要』, ����年, ���‒���ページ, 満洲電業株式会社編 『満洲に於ける電気供給事業
概説』, ����年, ���‒���ページより作成｡

１) 西豊電灯公司 (����年)→西豊電業公司 (����年)｡
２) 普光電灯股�有限公司 (����年)→元昌電灯廠 (����年)→昌明電灯廠 (����年)→昌図
電業公司 (����年)｡
３) 営口水道電気株式会社および奉天電灯廠が折半出資｡
４) 公主嶺電灯株式会社 (����年) と四平街電灯株式会社 (����年) の合併会社｡
５) 東明電灯公司 (����年)→延吉電業股�有限公司 (����年)｡
６) 鳳凰城電灯公司 (����年)→鳳城電業股�有限公司 (����年)｡ 安東電業公司が半額出資｡
７) 光大電灯公司 (����年)→下九台電灯廠 (����年)｡
８) 農安電灯廠 (����年)→農安電業股�有限公司 (����年)｡
９) 満洲里市電灯廠 (����年)→満洲里電業股�有限公司 (����年)｡��) 遼源華興電気股�有限公司 (����年)→遼源電気股�有限公司 (����年)→鄭家屯電業股�有限公司 (����年)｡
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水力電気事業を合同し特殊会社満洲電業株式会社に再編された｡ こうした満洲電業会社による

満洲電力事業統制が進むなかで, 満洲における電気周波数の統一や配電電圧の統制も行なわれ

て行く｡ 表‒19は満洲電業株式会社の主要関係会社を示したものである｡ これを見ても分かる

ように満州各地の電力企業が関係会社として満洲電業株式会社の経営監督下に置かれていた｡

これらの諸会社はその後に満洲電業会社に吸収・統合され, 同社の支店あるいは営業所に再編

されていくこととなる｡

７. 満洲鴨緑江水力発電株式会社

満洲電業株式会社が設立され, 満洲における電力事業の一元的統制が進展するが, それまで

の満洲の発電事業は火力主体であった｡ しかし, 産業開発五ヵ年計画の達成には基幹エネルギ

ーとして電力の安定的供給が不可欠であった｡ このため, 大量の電力生産が可能な水力主体の

発電事業に満洲国政府が着手することになった｡ ����年１月, 満洲国政府は産業部に水力電気
建設局を設置し, 第二松花江水豊, 鏡泊湖水力発電所の建設に着手する｡ 同時に鴨緑江および

図們江の水力発電開発事業にも着手した��)｡ この鴨緑江および図們江の発電事業を目的に設立
されたのが満洲鴨緑江水力発電株式会社であった｡

同社は通例とはやや異なった会社形態を採用していた｡ 同社は, 鴨緑江の水力を利用し電力

の大量供給を目的として����年８月��日公布の ｢満洲鴨緑江水力発電株式会社法｣ (勅令第���
号) に基づき, ９月に設立された特殊会社である｡ 当初の産業開発五カ年計画において����年
度の発電目標は火力・水力あわせ���万��であったが, そこに水力が占める比率は��万��
にすぎなかった｡ 他方で, 化学工業への電力供給など満洲産業開発に伴う電力需要から修正計

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年��

��) 『満洲国現勢』 康徳８年版, 満洲国通信社, ����年, ���‒���ページ, 『同』 康徳９年版, ����年,���‒���ページ｡
表‒20 満州における電力生産

年
発電能力 (千��) 総発受電量 (百万���)

火 力 指 数 水 力 比率 (％) 合 計 指 数 指 数���� ��� ��� － － ��� ��� ��� ������� ��� ��� － － ��� ��� ��� ������� ��� ��� － － ��� ��� ��� ������� ��� ��� － － ��� ��� ����� ������� ��� ��� － － ��� ��� ����� ������� ��� ��� － － ��� ��� ����� ������� ��� ��� ��� � ����� ��� ����� ������� ����� ��� ��� �� ����� ��� ����� ������� ����� ��� ��� �� ����� ��� ����� ������� ����� ��� ��� �� ����� ��� ����� ���
出所) 『満州電業史』, ����年, ���‒���ページより作成
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画では発電目標が���万��へとほぼ２倍の上方修正が加えられ, 同時に水力発電目標も���万��へと３倍増された｡ こうした極端な増産計画は火力発電では実現不可能であったため, 満
洲国政府により大規模な水力発電開発計画が立案される｡ それによれば満洲を, 新京, 哈爾浜

を中心とした北満ブロック, 奉天, 鞍山, 本渓湖, 安東, 大連などの一帯を南満ブロック, 三

江省一帯を東満ブロックと三分割し, それぞれ第二松花江水力発電, 鴨緑江水力発電, 鏡泊湖

満洲における電力事業 ��
表‒21 満洲工業の部門別資本構成とその変化

(資本額：千円／構成比：％)

産業部門
����年 ����年

資本額 指数 構成比 日本の構成比 資本額 指数 構成比 日本の構成比

食料品工業 ������ �� ��� ��� ������ ��� ��� �
製紙工業 ����� �� ��� ��� ����� �� ��� ���
繊維工業 ������ �� ��� ���� ������ ��� ��� ����
消費財工業合計 ������ �� ���� ���� ������� ��� ���� ����
化学工業 ������ �� ���� ���� ������ �� ��� ����
窯 業 ������ �� ��� ��� ������ ��� ��� ���
金属工業 ������� �� ���� ��� ������� �� ���� ���
機械器具工業 ������ �� ��� ���� ������ ��� ��� ����
電気・ガス ������� �� ���� ���� ������� ��� ���� ����
鉱 業 ������ �� ��� ���� ������� ��� ���� ����
林 業 ����� �� ��� ��� ����� �� ��� ���
生産財工業合計 ������� �� ���� ���� ������� ��� ���� ����

総計 ������� �� ����� ����� ������� ��� ����� �����
産業部門

����年 ����年
資本額 指数 構成比 日本の構成比 資本額 指数 構成比 日本の構成比

食料品工業 ������ ��� ��� ��� ������ ��� ��� ���
製紙工業 ����� ��� ��� ��� ����� ��� ��� ���
繊維工業 ������ ��� ��� ���� ������ ��� ��� ����
消費財工業合計 ������� ��� ���� ���� ������� ��� ��� ����
化学工業 ������ ��� ��� ���� ������ ��� ��� ����
窯 業 ������ ��� ��� ��� ������ ��� ��� ���
金属工業 ������� ��� ���� ��� ������� ��� ���� ����
機械器具工業 ������ ��� ��� ���� ������ ��� ��� ����
電気・ガス ������� ��� ���� ���� ������� ��� ���� ����
鉱 業 ������� ��� ���� ���� ������� ��� ���� ����
林 業 ������ ��� ��� ��� ������ ��� ��� ���
生産財工業合計 ������� ��� ���� ���� ��������� ��� ���� ����

総計 ������� ��� ����� ����� ��������� ��� ����� �����
出所) ｢日満鉱工業資本構成の比較より見たる我国鉱工業部門の動向 (康徳七年九月)｣, ����年, 『張公権文書』 (���‒��)

より作成｡
１) 資本額は各年末の投資残高｡
２) 指数は����年‒����年の単純算術平均 (���)｡
３) 日本構成比は同一年次の日本の産業別資本構成比｡
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水力発電により電力供給をしようとするものであった｡ 満洲鴨緑江水力発電はこの南満ブロッ

クへの電力供給を行なうことを目的に設立されたものであった｡

しかし, 鴨緑江は満洲, 朝鮮国境の河川であり, そのため鴨緑江水力発電開発は当初より満

洲および朝鮮への電力供給が想定されていた｡ このため会社設立に先立ち����年８月, 満洲国
産業部大臣と朝鮮総督府政務総監の間で ｢鴨緑江及図們江発電事業覚書｣ が交わされた｡ 覚書

内容は９か条からなり, 満洲国および朝鮮総督府は鴨緑江及び図們江発電事業の共同経営のた

め, それぞれ朝鮮鴨緑江水力発電株式会社, 満洲鴨緑江水力発電株式会社を設立することが定

められていた��)｡
つまり, 満洲国および日本の準拠法や監督権の問題から, 満洲と朝鮮でそれぞれ形式上別会

社を設立することが決定され, 満洲国法人として満洲鴨緑江水力発電株式会社 (新京) が, 日

本法人として朝鮮鴨緑江水力発電株式会社 (京城) が設立されたのであった｡ 両社はそれぞれ

資本金����万円で設立されているが, これは設立登記上, 形式的に法人籍を異にするだけで事
業実体は単一の企業であった｡ 満洲鴨緑江水力発電株式会社法では, ｢会社ハ朝鮮鴨緑江水力

発電株式会社ト共同シテ鴨緑江及図們江各本流ノ水力ヲ利用スル発電事業ノ開発並ニ経営ヲ目

的｣ (第２条) とし, ｢其ノ設立後直ニ朝鮮鴨緑江水力発電株式会社トノ間ニ発電事業ノ共同経

営ニ関スル約定ヲ締結シ産業部大臣ノ認可ヲ受クベシ｣ (第３条) とされている｡ 出資状況を

見ると, 満洲国政府が半額の����万円, その他に東洋拓殖����万円, 長津江水力発電����万円,
朝鮮送電���万円の出資であった｡ また, 同社の株主はその所有株式と同数の朝鮮鴨緑江水力
発電の株式を保有することが ｢満洲鴨緑江水力発電株式会社法｣ 第５条に規定されている��)｡
つまりは朝鮮鴨緑江水力発電では資本金の半額は朝鮮総督府出資となり, それ以外は満洲鴨緑

江水力発電と同一となるように決められていたのである｡ 満洲国政府および朝鮮総督府以外の

出資は, 朝鮮水力電気株式会社および東拓が各����万円, 朝鮮送電株式会社が���万円であっ
た｡ 経営は朝鮮送電および朝鮮水力電気の社長を兼務する日窒の野口遵が理事長に就任し, 同

じく日窒の久保田豊が取締役に就任しており, さらに満洲, 朝鮮両社とも経営陣は同一であっ

たことから, 事実上は日本窒素のイニシアティブにより電力事業経営が行なわれたと考えられ

る｡ また, 両社の資産負債勘定は共有, 損益計算も均等配分され, 電力供給も満洲, 朝鮮とも

に同一条件で供給することが決定されていた｡ 同社の事業計画は鴨緑江に８箇所のダムと発電

所を総工費３億数千万で建設するという大規模な計画であり, その��万��の発電を目標とす
る第一期計画が����年に着手された��)｡ なお, 同社は水力発電事業のみを行い, 電力の満洲国
側への送配電は満洲電業会社が行った｡
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��) ｢鴨緑江及び図們江発電事業覚書ニ関スル件｣ (康徳４年８月��日 産業部布告第６号)｡��) 菊池主計 『前掲書』, ���‒���ページ｡��) 大塩武 『日窒コンツェルンの研究』 日本経済評論社, ����年, ���‒���ページ｡
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おわりに

日露戦後期から開始された満洲における日本の電力事業は, その初期には南満洲鉄道株式会

社の社内電力事業と満洲各地において比較的零細な規模で発電・配電を行なう電灯企業とが併

存して進められた｡ 日本の満洲統治の進展は日本人商工業者や日本企業の満洲進出を拡大し,

満洲の電力事業はこうした拡大する日本人社会に対する電灯電力供給事業であった｡ 各地の電

灯会社の多くも満鉄沿線都市における満鉄付属地への電灯電力供給を目的として設立されたも

ので, その設立過程を見ると満鉄地方機関のイニシアティブの下で満鉄および地場有力実業家

の共同出資によるものが多い｡

こうした地方分散的な電力事業が規模の経済性の観点から集中化へ向かう画期が, ����年の
南満洲電気株式会社の設立であった｡ 南満洲電気会社は満鉄の社内事業として行なわれてきた

電力事業を切り離し独立法人化された会社であった｡ 同社は満洲各地の電灯会社を買収あるい

は資本出資することで, 満洲における電力事業の統合を進め, 満洲における電力事業の中核企

業として資本的・技術的支配を拡大して行った｡ こうした南満洲電気会社の拡充は満洲におけ

る発電能力と電力生産の発展とほぼ同義であったと言って良い｡

第２の画期は����年の満洲電業株式会社の設立であった｡ ����年に満洲国が成立し, 日本の
満洲支配は新たな段階に進む｡ ����年３月の満洲国政府による ｢満洲国経済建設要綱｣ は関東
軍特務部および満鉄経済調査会の調査・立案活動の集大成であり, 満洲国における第１期経済

建設のためのグランドデザインであった｡ このグランドデザインに相応して満洲電力事業の一

元的統制に向けて策定されたのが ｢満洲電業株式会社設立要綱｣ であり, これに基づき準特殊

会社形態により新設されたのが満洲電業株式会社であった｡ 同社は満洲における主要電力会社

であった南満洲電気会社, 営口水道電気会社, 北満電気会社の３社と満洲国政府の所有する各

地電灯廠を合併して設立された｡ 満洲電業会社は南満洲電気会社が進めたのと同様に, 満洲各

地の群小電灯会社を次々と統合して同社支店とすることで, その電力配給ネットワークを通じ

て満洲における電力事業の一元的統制と規模の経済性を強化していった｡����年から開始される満洲産業開発５カ年計画は, 満洲における日系企業の新設を急増させ,
重化学工業を中心に満洲工業構成もそれまでの関東州・大連中心主義から満洲国の奉天あるい

は新京へと重点シフトしていく｡ こうした満洲国における工業発展は必然的にその基幹エネル

ギーとしての電力需要を急増させた｡ それまで満洲における電力生産はその豊富な石炭資源に

依存する火力発電であった｡ しかし, 産業開発計画の進行に随伴して急増する電力需要に対応

し火力発電施設を整備・拡充することには自ずから限界が存在した｡ ����年��月に明らかにさ
れた ｢満洲電気事業要綱｣ は満洲電業株式会社による水力発電事業の一元的管理・統制を内容

とするもので, これに応じて特殊会社法を公布し同社は特殊会社へと再編される｡ 翌��年に第
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２次産業開発５カ年計画が発動し満洲の電力事業の同社による一元的統制と水力主体の電力開

発を基軸とした第２次電力開発計画が着手される｡ それまで満洲国政府により進められてきた

水力発電事業はこれにより満洲電業会社に集中・統合された｡

満洲電業株式会社の下で満洲の電力生産は着実に拡充され, ����年代に入り発電能力および
発電量が急増する｡ これに相応して同社の営業収入も急増して行く｡ 資材・労働力の欠乏から

豊満ダム建設が遅延し, これが停滞するのは����年段階のことであった｡ このように満洲電業
会社の下で進展した水力電源開発および南満洲地域を中心に満洲全域へ展開した配電ネットワ

ークの形成により, 電力事業は満洲の産業開発計画における計画値をほぼ達成し得た例外的な

産業部門となった｡ しかし, その反面で資材および労働力の不足は����年代のより早期の段階
で満洲の工業生産力水準を急激に低下させていった｡ 特に電力事業が電力の多消費型の産業部

門としてその需要増大を想定していたアルミ精錬をはじめとする軽金属工業部門や電気化学工

業部門の生産活動が停滞する｡ このような満洲の工業生産における再生産構造の不均衡性は,����年以降に電力の需給バランスの喪失による電力過剰化現象と発電設備の未稼働率を上昇さ
せる結果となった｡ こうして大規模水力発電施設の建設と満洲における基幹的配電網を形成し

ながら, 電力事業は満洲の重化学工業化とその電力生産力を有効に結合し得ないまま, 日本に

よる満洲植民地支配の崩壊とともにその役割をひとたび終焉させるのである｡ こうした満洲国

期の末期に達成された満洲電力事業の生産力が満洲国崩壊後の中国東北地域の経済発展にどの

ような影響を与えたかはひとまず別の課題と考えることとする｡
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